
 

平 成 2 7 年 6 月 2 日 

株式会社日本政策金融公庫 

 

 

損益計算書（平成 26 年 4 月～平成 27 年 3 月）              （単位：億円） 

 

経常収益 経常利益（▲損失） 
当期純利益 

（▲純損失） 

26／3 期 27／3 期 26／3 期 27／3 期 26／3 期 27／3 期 

日本政策金融公庫 7,882 5,033 ▲358 ▲2,140 ▲359 ▲1,347 

国民生活事業（国民一般向け業務勘定） 1,527 1,508 74 310 78 794 

農林水産事業（農林水産業者向け業務勘定） 587 473 5 ▲97 0 0 

中小 

企業 

事業 

中小企業者向け融資・証券化支援保証業務

勘定 
1,140 1,160 ▲145 600 ▲145 772 

中小企業者向け証券化支援買取業務勘定 3 3 3 3 3 3 

信用保険等業務勘定 4,150 1,542 ▲132 ▲2,808 ▲132 ▲2,768 

危機対応円滑化業務（危機対応円滑化業務勘定） 475 419 ▲163 ▲149 ▲163 ▲149 

特定事業等促進円滑化業務 

（特定事業等促進円滑化業務勘定） 
4 4 ▲0 ▲0 ▲0 0 

 

貸借対照表（平成 27 年 3 月 31 日現在）                （単位：億円） 

 

総資産 純資産 

26／3 期末 27／3 期末 26／3 期末 27／3 期末 

日本政策金融公庫 246,534 236,089 45,077 46,273 

国民生活事業（国民一般向け業務勘定） 69,676 69,768 5,998 7,008 

農林水産事業（農林水産業者向け業務勘定）   26,090 26,453 3,764 3,842 

中小 

企業 

事業 

中小企業者向け融資・証券化支援保証 

業務勘定 
60,226 58,488 8,785 10,471 

中小企業者向け証券化支援買取業務勘定 245 248 244 248 

信用保険等業務勘定 32,395 31,751 18,569 16,888 

危機対応円滑化業務（危機対応円滑化業務勘定） 57,283 48,567 7,711 7,811 

特定事業等促進円滑化業務 

（特定事業等促進円滑化業務勘定） 
628 823 2 2 

 

 

平成 27 年 3月期決算の損益状況等についてのコメントは別紙のとおり。詳細については、別添資料参照 

平成 27 年 3月期決算及び平成 26 年度の主な取組み事項については、別添参考資料参照 
 

日本政策金融公庫の平成 27 年 3月期決算について 

ニュースリリース 

http://www.jfc.go.jp/n/release/pdf/topics_150602b.pdf
http://www.jfc.go.jp/n/release/pdf/topics_150602c.pdf


 

 

日本政策金融公庫 平成 27 年 3 月期決算の概要 

 

 

 

【損益計算書】 

 

・経常収益は、貸出金利息等による資金運用収益３，０３８億円、保険引受収益 

１，５１３億円、政府補給金収入３６４億円等により、５，０３３億円となった。 

・経常費用は、借入金及び社債の支払利息等による資金調達費用１，１４５億円、保険

金支出４，２６１億円、営業経費１，１５４億円、貸倒引当金繰入額１２７億円等を

計上し７，１７４億円となり、経常損失は２，１４０億円となった。 

・特別損益を含めた当期純損失は、１，３４７億円となった。なお、特別損益には厚生

年金基金代行返上益８０６億円を含み、同代行返上益を控除すると当期純損失は  

２，１５４億円となった。 

 

【貸借対照表】 

 

・資産の部は、２３兆６，０８９億円となり、その大部分は貸出金である。 

貸出金残高は前期末比で１兆１１７億円減の１９兆６，４８６億円となった。 

・負債の部は、１８兆９，８１６億円となり、そのうち借用金が１５兆４，２８６億円、

社債が１兆８，６５６億円、保険契約準備金が１兆４，８００億円である。 

・純資産の部は、出資金の受入による資本金及び資本剰余金２，５４３億円の増並びに

純損失１，３４７億円の計上等により、４兆６，２７３億円となった。 

別紙 



 

 ●リスク管理債権                        （単位：百万円） 

 

国民生活事業 

（国民一般向け業務勘定） 

農林水産事業 

（農林水産業者 

   向け業務勘定） 

中小企業事業 

（中小企業者向け融資・証

券化支援保証業務勘定） 

３事業合計 

破綻先債権 15,448 1,172 9,137 25,758 

延滞債権 134,954 61,980 550,166 747,100 

３カ月以上延滞債権 101 1,247 － 1,349 

貸出条件緩和債権 495,049 22,262 88,912 606,224 

合計 645,553 86,662 648,216 1,380,432 

リスク管理債権合計

／貸出金残高（％） 
9.29 3.38 10.77 8.89 

 

●金融再生法開示債権                      （単位：百万円） 

 

国民生活事業 

（国民一般向け業務勘定） 

農林水産事業 

（農林水産業者 

   向け業務勘定） 

中小企業事業 

（中小企業者向け融資・証

券化支援保証業務勘定） 

３事業合計 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 
63,182 6,627 28,948 98,757 

危険債権 87,729 56,569 530,498 674,796 

要管理債権 495,151 23,509 88,912 607,573 

小計① 646,062 86,706 648,358 1,381,127 

正常債権 6,312,923 2,489,760 5,376,902 14,179,586 

合計② 6,958,986 2,576,467 6,025,447 15,560,901 

（①／②）（％） 9.28 3.37 10.76 8.88 

（注１）当公庫は、金融再生法（金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（平成 10 年法

律第 132 号））の適用はありませんが、民間金融機関の基準に準じて算出したものです。 

（注２）中小企業事業及び３事業合計の合計②は要管理先の求償権で弁済契約を締結したものを

含み、小計①及び正常債権の合計と相違しております。 

参考 


